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はじめに 

本報告書は、令和二年度『国際知財制度研究会』において検討を行った事項について取

りまとめたものである。 
今年度の研究会では、国際的な枠組みや、二国間・地域的な経済連携協定における知的

財産を巡る状況や、各国における知的財産制度を巡る状況について議論を行った。 
第一に、国際的な枠組みにおける知的財産を巡る状況に関して、第１章Ⅰの「医薬品を

巡る最近の議論の状況」においては、新型コロナウイルス感染症を巡る制度や動向、医薬

品を巡る最近の議論の状況について検討した。同Ⅱの「インターネット上の模倣品・海賊

版対策を巡るエンフォースメント制度の国内外の動向」においては、関連する国際フォー

ラム等での議論に加え、日本及び各国（欧州（EU、フランス、英国、ドイツ）、米国、中

国、韓国及びインド）について法制度等の概要や政府及び関係団体の取組等の最近の動向

について分析した。同Ⅲの「遺伝資源を巡る国内外の動向」においては、生物多様性条約

（CBD）に対する取組を含め、複数の国際フォーラム及び各国（日本、米国、欧州（EU）、

中国、韓国、インド、南アフリカ、インドネシア、ブラジル）における遺伝資源を巡る議

論の動向について分析した。同Ⅳの「WTO/TRIPS 理事会及び WIPO における議論の動向

等」においては、インド及び南アフリカによる TRIPS 協定上の一部の義務の免除の提案等

について、現状、課題、我が国がとるべき対応等について議論を行った。 
第二に、二国間・地域的な経済連携協定における知的財産を巡る状況に関して、第２章

Ⅰの「近年の RTA における知財章の比較」においては、近年米国、欧州、中国、メルコス

ール等の間で締結された 4 の RTA における知財エンフォースメント、産業財産権、不正

競争等を中心に、それぞれを比較・分析した。 
第三に、各国における知的財産制度を巡る状況に関して、第３章Ⅰの「『EU』知財権制

度の構築過程における国際協定 —司法裁判所の役割—」においては、知財権分野におけ

る課題へ対応したリスボン条約による基本条約の改正の内容を紹介するとともに、欧州連

合司法裁判所の意見や先行判決付託過程における解釈による EU 関連の知財権法や制度の

調整・方向づけについて検討した。同Ⅱの「欧州の統合と EU 及び各国における知的財産

制度の動向」においては、英国の EU 離脱を巡る知財制度の動向と、欧州における最近の

知財関連注目判決、知財制度改正の動向を分析した。同Ⅲの「国際技術移転における知財

保護の現状と課題」においては、国際技術移転に関する議論、技術移転に関する諸外国に

おける制度・運用における知財保護の課題について分析した。同Ⅳの「各国・地域におけ

る標準必須特許に関する動向と最近の注目判決」においては、米国、欧州ドイツ、英国及

び中国における標準必須特許に関する公的機関等の動向と最近の注目判決について、米国、

ドイツ、中国の法律事務所に質問票調査を実施して情報を収集して整理・分析した。 
 

なお、本報告書は研究会における討議を踏まえて作成されたものであるが、執筆者名の

表記がある部分については執筆者が記載したものである。 
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